
石 川 県　か ほ く 市

令和７年（２０２５年）３月

第２期

かほく市国土強靭化地域計画

個別事業一覧

計画期間：令和７年度～令和１１年度



1 _１_１ 市・ 民間
こども

家庭課

2 _１_１ 市
長寿介

護課

3 _１_１ 市
都市建

設課

4 _１_１ 市
都市建

設課

5 _１_１ 市
都市建

設課

建築物等の耐震化や長寿命

化、及び老朽化対策の推進

市が所有する公共施設におい

ては、国等が示す耐震基準を

注視し、必要な耐震診断及び

補強・改修事業を推進する。

都市公園安全・安心対策事業 市内都市公園における遊戯施

設等の改築（長寿命化対策）

長寿命化計画の策定
防災・安全交付金

建築物等の耐震化や長寿命

化、及び老朽化対策の推進

市が所有する公共施設におい

ては、国等が示す耐震基準を

注視し、必要な耐震診断及び

補強・改修事業を推進する。

市営住宅長寿命化事業 長寿命化計画に基づく市営住

宅の改築（長寿命化対策）

社会資本整備総合交付

金

建築物等の耐震化や長寿命

化、及び老朽化対策の推進

社会福祉施設について、災害

時に避難所等として活用出来

るよう施設の長寿命化改修ま

たは長期的には統合、新設等

必要な整備を実施する。

市内老人福祉センター改修事

業

国等が示す基準を勘案し、必

要な改修、施設整備等を行

う。
ー

建築物等の耐震化や長寿命

化、及び老朽化対策の推進

市民に耐震診断・改修費の助

成等の制度周知を進めるとと

もに、「かほく市住生活総合

計画」（平成30年3月策定）

に基づき、総合的に耐震化事

業を推進する。

耐震改修等補助事業 かほく市耐震改修促進計画

（住生活総合計画）に基づ

き、地震による建築物の倒壊

等の災害を未然に防止するた

めに住宅の耐震診断を促進

（市内全域）

防災・安全交付金

建築物等の耐震化や長寿命

化、及び老朽化対策の推進

児童福祉施設について、避難

所等として活用出来る様に既

設・新設いずれの施設も国等

が示す耐震基準を注視し、必

要な補強・改修を実施する。

次世代育成支援対策施設整備

交付金、保育所等整備交付金

に該当する事業及び、既存児

童福祉施設の補強・改修事

業。

国等が示す耐震基準を注視

し、必要な耐震診断及び補

強・改修を行う。

・次世代育成支援対策

施設整備交付金

・保育所等整備交付金

・子ども・子育て支援

施設整備交付金

事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

6 _１_１ 市
学校教

育課

7 _１_１ 市
都市建

設課

8 _１_１ 市
都市建

設課

9 _１_１ 市
長寿介

護課

建物密集地区に対する防火対

策の推進

延焼を防ぐため、道路拡幅や

公園整備を実施する。

道路改良事業

【水路改修工事】

側溝の有蓋化により、道路幅

員を拡幅する。
・新しい地方経済・生

活環境創生交付金（第

２世代交付金）

・地方創生道整備推進

交付金

建築物内及び避難路の安全対

策の推進

社会福祉施設の耐震化や防火

体制の強化について、助成制

度の一層の周知を図り、取り

組みを推進する。

高齢者施設等の防災改修等、

スプリンクラー整備、防犯対

策・安全対策強化事業

施設改修等に対する補助

【市⇒事業者への補助】

地域介護・福祉空間整

備等施設整備交付金

建築物等の耐震化や長寿命

化、及び老朽化対策の推進

学校施設の老朽化対策や多様

な学習形態への対応、教育環

境の快適化、防災対策など計

画的な改修事業を推進する。

学校施設長寿命化事業 学校施設長寿命化計画に基づ

く計画的な改修（長寿命化対

策）

①市内小学校の体育館への空

調整備及び照明LED化工事

➁小学校長寿命化事業（宇ノ

気小ほか２校）

学校施設環境改善交付

金

建築物内及び避難路の安全対

策の推進

危険ブロック塀解体撤去費を

助成する制度の周知を進める

とともに、ブロック塀転倒対

策等による避難路の安全対策

を推進する。

危険ブロック塀除却補助事業 かほく市耐震改修促進計画

（住生活総合計画）に基づ

き、道路に面するブロック塀

の倒壊を未然に防止するもの

（市内全域）

防災・安全交付金
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

10 _1_1 市

防災環

境対策

課

11 _１_２ 県
都市建

設課

高潮対策や浸食対策等に向け

た取組みの推進

高潮対策や浸食対策等とし

て、堆砂効果を有する離岸堤

等による前浜の形成維持、海

岸堤防等の海岸保全施設整備

による越波の防止を図る。

内灘宇ノ気海岸海岸保全施設

整備事業

浸食対策として、離岸堤や人

工リーフにより、堆砂効果や

海浜安定効果が発現し、前浜

が形成維持されることで発揮

される波の減衰効果と合わせ

て、海岸堤防等の整備によ

り、越波の防止を図る。

また、浸食対策として、波浪

の打ち上げに対して、計画し

た海岸堤防及び前浜の安定断

面を形成、または維持するこ

とを基本とし、十分に前浜の

無い区間については、堆砂効

果を有する離岸堤防等により

積極的に前浜の形成を図る。

－

建築物内及び避難路の安全対

策の推進

空き家倒壊による道路閉塞を

回避するため、危険な空き家

の解体を促すとともに移住、

定住施策の活用など、総合的

な空き家対策を推進する。

空き家等除却事業 空き家倒壊による道路閉塞を

回避するため、危険な空き家

の解体を促すなど空き家対策

を推進する。

住宅市街地総合整備促

進事業補助
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

12 _１_２ 県
都市建

設課

13 _１_３ 県・市
都市建

設課

14 _１_３ 市
都市建

設課

長期的な浸水被害の解消に向

けた対策の推進

都市化の進展による遊水機能

の減少や山間部の開発等によ

る河川の負荷増大とこれまで

の浸水被害等を踏まえ、必要

な雨水幹線の整備を計画的に

実施するとともに、河川管理

者による河川改修事業を促進

する。

河川維持管理事業 河川の浚渫による、浸水被害

の解消を図る。

緊急浚渫推進事業債

長期的な浸水被害の解消に向

けた対策の推進

幹線排水路等の整備による浸

水対策を推進する。

雨水排水対策事業

【水路改修工事】

雨水排水が住宅地に逸水する

ことから、排水断面を確保す

る。
防災・安全交付金

高潮対策や浸食対策等に向け

た取組みの推進

高潮対策や浸食対策等とし

て、堆砂効果を有する離岸堤

等による前浜の形成維持、海

岸堤防等の海岸保全施設整備

による越波の防止を図る。

高松七塚海岸海岸保全施設整

備事業

浸食対策として、離岸堤や人

工リーフにより、堆砂効果や

海浜安定効果が発現し、前浜

が形成維持されることで発揮

される波の減衰効果と合わせ

て、海岸堤防等の整備によ

り、越波の防止を図る。

また、浸食対策として、波浪

の打ち上げに対して、計画し

た海岸堤防及び前浜の安定断

面を形成、または維持するこ

とを基本とし、十分に前浜の

無い区間については、堆砂効

果を有する離岸堤防等により

積極的に前浜の形成を図る。

－
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

15 _１_３ 市

防災環

境対策

課

16 _１_4 市

防災環

境対策

課

17 _１_５ 市
都市建

設課

18 _１_５ 市
都市建

設課

除雪体制の強化

消融雪装置施設の適切な維持

管理を行う。

消雪施設リニューアル整備事

業

老朽化した消雪井戸の改修

防災・安全交付金

除雪体制の強化

 市が保有する除雪機械の計画

的な更新や民間の除雪業者の

支援を継続的に行うととも

に、除雪オペレーターの人材

育成に努め、大雪時の除雪体

制の整備を図る。

除雪機械更新事業 老朽化した除雪機械を計画的

に更新

防災・安全交付金

防災情報の的確な伝達

水害ハザードマップ（津波含

む）等を作成し、住民に地域

のリスクを周知する

水害ハザードマップ等作成事

業

水害ハザードマップ（津波含

む）等を作成し、住民に地域

のリスクを周知し逃げ遅れゼ

ロを目指す
防災・安全交付金

土砂災害への対応の強化

土砂災害ハザードマップ等を

作成し、住民に地域のリスク

を周知する

土砂災害ハザードマップ等作

成事業

土砂災害ハザードマップ 等を

作成し、住民に地域のリスク

を周知し逃げ遅れゼロを目指

す
防災・安全交付金
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

19 _２_１ 国
都市建

設課

20 _２_１ 県
都市建

設課

21 _２_１ 市
上下水

道課

22 _２_４ 市
健康福

祉課

避難生活の長期化に対する支

援体制の整備

避難者が快適に生活できる場

を提供するために、避難所の

整備を推進する。

宇ノ気保健福祉センター施設

整備事業

非常用自家発電設備等の整

備、施設の長寿命化改修によ

り、避難所施設としての機能

向上をはかり、安全・安心の

場を提供する。

ー

上水道の応急給水体制の整備

促進

災害時の重要給水難施設（市

内医療機関、拠点避難場所、

福祉避難場所）への給水を確

保する。

水道総合地震対策事業 水道の安定供給を行うため

に、水源設備、浄水場、配水

池等の基幹施設及び基幹管路

の耐震化を実施する。
防災・安全交付金

災害に対応した交通ネット

ワークの向上

関係行政機関による国道、高

速道路や主要地方道等の基幹

的交通ネットワークの災害対

応力の強化を働きかけるとと

もに、救命活動や支援物資の

輸送等を担う緊急輸送道路の

点検や橋梁の耐震化を推進す

ることにより、輸送手段の安

全確保を図る。

国道１５９号整備事業 国道１５９号の拡幅や歩道整

備を促進し、緊急輸送道路や

避難路の確保を図る。

－

災害に対応した交通ネット

ワークの向上

関係行政機関による国道、高

速道路や主要地方道等の基幹

的交通ネットワークの災害対

応力の強化を働きかけるとと

もに、救命活動や支援物資の

輸送等を担う緊急輸送道路の

点検や橋梁の耐震化を推進す

ることにより、輸送手段の安

全確保を図る。

かほく東西幹線道路整備事業 かほく東西幹線道路の整備を

促進し、緊急輸送道路や避難

路の確保を図る。

－
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

23 _２_４ 市

七塚

サービ

スセン

ター

24 _２_５ 市
上下水

道課

25 _２_５ 市
上下水

道課

26 _２_５ 市
上下水

道課

27 _２_６ 市

防災環

境対策

課

災害時におけるトイレの調達

手段の確立

災害時の重要拠点避難施設に

おける生活排水を速やかに排

除するために対策を行う。

マンホールトイレ設置・管理

体制整備

災害時に重要拠点避難施設に

設置するマンホールトイレの

設置に関する体制整備の構築

を図る。
防災・安全交付金

迅速な避難所の開設及び運営

自然エネルギーを活用した発

電手段等を整備

地域レジリエンス・脱炭素化

事業

公共施設に自然エネルギーを

活用した発電手段等を整備

し、災害時における避難所や

災害対策本部等の電源を確保

する

二酸化炭素排出抑制対

策事業費等補助金

下水道施設の耐震化

下水道施設（し尿処理施設は

除く）の計画的な維持管理、

耐震化及び更新を促進する。

下水道施設等耐震化事業 災害時の車両通行を確保する

ため、緊急輸送道路上のマン

ホール浮上抑制対策を講じ

る。
防災・安全交付金

下水道施設の耐震化

下水道施設（し尿処理施設は

除く）の計画的な維持管理、

耐震化及び更新を促進する。

公共下水道及び農業集落排水

施設長寿命化対策

下水道施設について、将来に

わたって適切に維持管理・改

修・修繕を行っていくための

計画策定を行い、順次長寿命

化対策を講じる。

防災・安全交付金

農業集落排水資源循環

総合補助事業

避難生活の長期化に対する支

援体制の整備

避難者が快適に生活できる場

を提供するために、避難所の

整備を推進する。

七塚健康福祉センター施設整

備事業

非常用自家発電設備等の整

備、施設の長寿命化改修によ

り、避難所施設としての機能

向上をはかり、安全・安心の

場を提供する。

ー
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

28 _３_１ 市 管財課

29 _３_１ 市
情報推

進課

30 _４_３ 市
情報推

進課

31 _４_３ 市
情報推

進課

32 _４_３ 市

防災環

境対策

課

 住民等への情報伝達体制の強

化

情報サービスにおける業務継

続に向けた取り組みを推進す

る。

ICT部門の業務継続計画

（ICT-BCP)策定事業

全体的な業務継続計画より詳

細なICTに特化したBCPを策

定する。
－

 住民等への情報伝達体制の強

化

デジタル技術を活用した住民

への情報配信の強化

情報伝達手段強化事業 デジタル技術を活用した情報

配信手段を導入する。
新しい地方経済・生活

環境創生基盤整備交付

金

行政機能の機能保持

庁舎や公共施設の室内安全対

策や、各種データの喪失対策

を推進するとともに、業務継

続に必要な通信機能、電源、

燃料、車両、資機材等の整備

を推進する。

行政情報システム管理事業

（システム更新）

各種システム・データ等の外

部データセンターへの移行を

推進する。
－

 住民等への情報伝達体制の強

化

情報発信拠点の防災・減災対

策及び複線化・多重化を推進

する。

ケーブルテレビ事業（設備更

新）

情報発信拠点としてのケーブ

ルテレビ施設の複線化・多重

化について検討する。 放送ネットワーク整備

支援事業費補助金

行政機能の機能保持

庁舎や公共施設の室内安全対

策や、各種データの喪失対策

を推進するとともに、業務継

続に必要な通信機能、電源、

燃料、車両、資機材等の整備

を推進する。

庁舎電気機械室等移設整備事

業

災害時に庁舎機能を保持し、

業務を継続するために必要な

調査・整備を図る。
防災・安全交付金
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

33 _６_２ 市
上下水

道課

34 _６_２ 市
上下水

道課

35 _６_２ 市
上下水

道課

36 _６_２ 市
上下水

道課

37 _６_３ 市
農林水

産課

生活排水や下水道施設の対策

災害時の重要拠点避難施設に

おける生活排水を速やかに排

除するために対策を行う。

マンホールトイレ設置・管理

体制整備

災害時に重要拠点避難施設に

設置するマンホールトイレの

設置に関する体制整備の構築

を図る。
防災・安全交付金

老朽化対策

林道老朽化対策のため計画的

な点検や更新、長寿命化対策

を進め適切な維持管理を実施

する。

林道橋点検事業 5年に1度定期点検を実施し、

本格的なメンテナンス体制を

構築し安心して利用し続けら

れる道路施設を実施する。

林道橋：N=９橋

地方創生道整備推進交

付金

生活排水や下水道施設の対策

下水道施設（し尿処理施設は

除く）の計画的な維持管理、

耐震化及び更新を促進する。

下水道施設等耐震化事業 災害時の車両通行を確保する

ため、緊急輸送道路上のマン

ホール浮上抑制対策を講じ

る。
防災・安全交付金

生活排水や下水道施設の対策

下水道施設（し尿処理施設は

除く）の計画的な維持管理、

耐震化及び更新を促進する。

公共下水道及び農業集落排水

施設長寿命化対策

下水道施設について、将来に

わたって適切に維持管理・改

修・修繕を行っていくための

計画策定を行い、順次長寿命

化対策を講じる。

防災・安全交付金

農業集落排水資源循環

総合補助事業

 給水対策の強化

災害時の重要給水難施設（市

内医療機関、拠点避難場所、

福祉避難場所）への給水を確

保する。

水道総合地震対策事業 水道の安定供給を行うため

に、水源設備、浄水場、配水

池等の基幹施設及び基幹管路

の耐震化を実施する。
防災・安全交付金
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

38 _６_３ 市
農林水

産課

39 _６_３ 市
農林水

産課

40 _６_３ 市
農林水

産課

41 _６_３ 市
農林水

産課

老朽化対策

農道橋老朽化対策のため、計

画的に点検や更新、長寿命化

対策を進め適切な維持管理を

実施する。

農道橋点検事業 農道橋について、現状を把握

するために橋梁点検を実施す

る。 農山漁村地域整備交付

金

老朽化対策

農道橋老朽化対策のため、計

画的に点検や更新、長寿命化

対策を進め適切な維持管理を

実施する。

農道橋個別施設計画策定事業 農道橋点検結果に基づき、効

率的かつ合理的に維持管理す

るため修繕計画を策定する。 農山漁村地域整備交付

金

老朽化対策

林道老朽化対策のため計画的

な点検や更新、長寿命化対策

を進め適切な維持管理を実施

する。

林道橋個別施設計画事業 5年に１度の定期点検に基づ

き、道路施設毎に修繕計画を

策定する。

林道橋：N=９橋

地方創生道整備推進交

付金

老朽化対策

林道老朽化対策のため計画的

な点検や更新、長寿命化対策

を進め適切な維持管理を実施

する。

林道橋長寿命化対策事業 個別施設計画に基づき、橋梁

等の修繕を実施し、橋梁の長

寿命化を図り交通の安全を確

保する。

補修設計　林道橋：N＝９橋

補修工事　林道橋：N=９橋

地方創生道整備推進交

付金
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

42 _６_３ 市
都市建

設課

43 _６_３ 市
都市建

設課

44 _７_１ 市
農林水

産課

45 _７_１ 市・土地改良区
農林水

産課

農業水利施設の整備及びため

池ハザードマップの周知

揚水施設及び用水路等の老朽

化対策のため、計画的に点検

や更新を行う。

かんがい用水再整備事業 市内農産物のうちの5品目を

担う用水施設について、効率

的かつ合理的な整備計画を策

定し、長寿命化を図る。

・再整備計画　N=一式

・改修工事　　N=一式

農業水路長寿命化・防

災減災事業

老朽化対策

橋梁やトンネル等の道路施設

の老朽化対策について、維持

補修等必要な取り組みを進め

ているが、道路ネットワーク

を確実に確保するため、引き

続き、長寿命化計画等に基づ

き、計画的な点検や更新を含

めた適切な維持管理を実施す

る必要がある。

舗装修繕事業 舗装修繕を修繕計画に基づき

実施していく

公共施設等適正管理推

進事業債

農業水利施設の整備及びため

池ハザードマップの周知

震災対策のため、ため池の耐

震化を図り災害対応力の強化

を進める。

ため池耐震調査 防災重点ため池の耐震詳細調

査を実施する。

農村地域防災減災事業

費補助

老朽化対策

橋梁やトンネル等の道路施設

の老朽化対策について、維持

補修等必要な取り組みを進め

ているが、道路ネットワーク

を確実に確保するため、引き

続き、長寿命化計画等に基づ

き、計画的な点検や更新を含

めた適切な維持管理を実施す

る必要がある。

橋梁長寿命化修繕事業 橋梁における長寿命化修繕を

策定した修繕計画に基づき実

施していく

防災・安全交付金
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事業主体 交付金・補助金等名 担当課
推進方針 取り組み

No.
リスク

シナリオの番号

国土強靭化地域計画における位置づけ 対象事業

(事業名)
事業概要

46 _７_２ 協議会
農林水

産課

47 _８_２ 市
農林水

産課

48 _８_３ 市・個人

スポー

ツ文化

課

49 _８_３ 市

スポー

ツ文化

課

文化財の適正管理と災害発生

時の体制の確保

民具、漁具を含む文化財等が

災害等により滅失することを

未然に防ぐために耐震性がな

い既存文化財収蔵庫を改築す

る。

文化財収蔵庫改築事業 文化財等の発信のためのデジ

タルアーカイブ化事業と併せ

必要な文化財等を保全・活用

するための施設整備を行う。

・新しい地方経済・生

活環境創生交付金（第

２世代交付金）

・社会資本整備総合交

付金

（建設場所・立適によ

る）

地籍調査の推進

円滑な復興、復旧を図るた

め、地籍調査を推進する。

地籍調査事業 国土調査法に基づき、土地の

境界を明確化する。

特に、長柄町地区や二ツ屋地

区など宅地化された地区を優

先的に実施する。

地籍調査費負担金

社会資本整備総合交付

金

防災・安全交付金事業

文化財の保存と災害発生時の

体制の確保

災害により文化財が滅失しな

いよう、所蔵されている建築

物の耐震化等を実施する。

耐震改修等補助事業

（指定文化財所蔵建築物耐震

化事業）

地震等により文化財所蔵の建

築物の倒壊を未然に防ぐとと

もに文化財も保護する。
防災・安全交付金

災害に強い森林づくりの推進

災害に強い森林づくりを推進

するため、鳥獣による農林業

被害を防止する。

鳥獣被害防止総合支援事業 鳥獣被害防止計画に基づき、

侵入防止柵を設置し、有害鳥

獣駆除を実施することによ

り、農林業被害を発生させる

個体数の削減を実施する。

鳥獣被害防止総合対策

交付金

中山間地域所得向上支

援事業交付金
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